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研究成果の概要（和文）：　本研究は、周辺地域における海岸観光地の空間構造や存立基盤を解明するととも
に、海岸観光地の適正利用を検討することを目的とした。本研究は周辺地域に位置し、観光開発が著しい沖縄県
の宮古諸島およびオーストラリアのケアンズを研究対象地域とした。研究対象地域においては、定量的な分析お
よび現地調査を実施することで、観光地域の動向をマクロ・ミクロの重層的スケールに基づいて可視化・分析し
た。周辺地域における観光地域では、開発主体や訪問者の動向、都市構造や地理的条件が海岸観光地の存立基盤
となっていた。

研究成果の概要（英文）：     This study attempts to clarify the spatial construction and the 
foundation of tourism areas in the periphery and examines the appropriate use of coastal tourism 
areas. This study focuses on the Miyako Islands in Okinawa Prefecture and the Cairns in Australia, 
which are located in peripheries. Quantitative analyses and field surveys were conducted in these 
study areas to visualize and analyze tourism trends based on macro and micro scales. In peripheries,
 developer and visitor trends, urban structures, and geographic conditions constitute the foundation
 of coastal tourism destinations.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　周辺地域における観光地域では、地域の従来産業の破壊やそれにともなうコミュニティの破壊、過度な自然環
境の改変などの持続可能な観光開発に関する課題が顕在化しやすい特徴がある。本研究はこうした周辺地域に位
置し、発展が著しい沖縄県の宮古諸島の島嶼地域およびオーストラリアのケアンズを研究対象地域としている。
このような日本や太平洋沿岸諸国の大都市圏を発地とした宮古諸島およびケアンズの研究は、従来の欧米を発地
としたモデルを深化・発展させるものとなりうる。また、周辺地域における海岸観光地の存立基盤や発展メカニ
ズムの解明は、将来の地域計画に寄与し、開発途上国や他の観光地域のマネジメントへ貢献できるものとなる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 自然環境と社会経済環境の総体として地域形成の存立基盤を明らかにすることは、単に地域
の構造を明らかにするにとどまらず、適正な空間利用を解明する観光地理学の主要な研究課題
の一つとなっている。本研究は、周辺地域の海岸観光地を研究対象地域として、その空間構造や
存立基盤を解明するとともに、海岸観光地の課題や適正利用について検討することを目的とし
ている。 
 第 2 次世界大戦後の世界的な経済成長期における西側先進諸国の海岸観光地の研究では、立
地特性や空間構造について検討され、海岸観光地における地域変化の内的・外的な要因が議論さ
れてきた。特に、1960年代以降のレジャーの普及を背景として、観光地域の発展メカニズムの
解明に研究の重点が置かれ、様々なモデルが検討・構築されてきた。これらの空間構造や発展メ
カニズムの研究をふまえ、観光客の社会階層を考慮しながら大都市圏における海岸観光地のマ
ネジメントを利用者側から検討し、持続的な観光地域の開発を検討した研究がみられるなど、先
進諸国の大都市圏における海岸観光地には様々な研究蓄積がみられる。こうした状況に対して、
周辺地域における海岸観光地の空間構造を明らかにするとともに、海岸観光地の存立基盤をマ
クロ・ミクロの重層的なスケールに基づいて検討し、その適正利用を解明することも重要な研究
課題となっている。特に、島嶼地域をはじめとした周辺地域の新興の海岸観光地では、急激な観
光地開発を優先した政策・開発が生じやすい課題がある。 
 そこで、本研究では周辺地域における海岸観光地を研究対象地域とする。周辺地域における海
岸観光地では、グローバル資本による観光産業に過度に依存した地域開発が図られるなど、観光
産業に偏重した産業構造となりやすい。このため、周辺地域の海岸観光地では観光産業に依存し
た政策・開発により、既存のコミュニティの破壊や経済リスクの上昇などの問題が潜在的に生じ
やすい。つまり、周辺地域の海岸観光地では大都市圏における海岸観光地と比較して、より発地
との関係を重視したグローバルなスケールにおける重層構造を解明していく必要がある。本研
究では、主に日本をはじめとした太平洋沿岸諸国の大都市圏を発地とする周辺地域の海岸観光
地を対象とする。こうした地域は、航空機が発地からの主要な交通手段となるため、新規の空港
建設や滑走路の延伸といった空港整備をきっかけとして観光開発が急速に展開することに大き
な特徴がある。 
 以上の理由から、重層的スケールに基づく周辺地域における海岸観光地の空間構造や存立基
盤の解明に適した研究対象地域として、日本の事例として沖縄県の石垣島を中心とした八重山
諸島と、海外の事例としてオーストラリアのケアンズの 2地域をとりあげた。当初、八重山諸島
の石垣島は 2013年に新空港が開港したことから日本の研究対象地域としていた。しかし、八重
山諸島と同じ沖縄県の先島諸島に属する宮古諸島は、2019年にパイロット訓練用の空港に旅客
ターミナルが整備されたことに加えて、海外からの大型クルーズ船の寄港によって近年国内外
の観光客数の増加が顕著である。これにより、八重山諸島と比較して観光開発が進んでいなかっ
た宮古諸島において、宿泊施設や飲食店といった各種観光関連産業の進出や観光関連施設の建
設が相次いでいる。以上の理由から、日本の研究対象地域として主に宮古諸島をとりあげること
とした。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、周辺地域における海岸観光地の空間構造および存立基盤を解明するとともに、海岸
観光地の諸課題を明らかにし、その適正利用について検討することを目的としている。周辺地域
における海岸観光地の先行研究の課題の一つは、主に欧米を中心とした時空間モデルが検討さ
れてきた。これに対して、本研究では近年急速な発展途上にある東アジア・太平洋地域の海岸観
光地を研究対象地域とすることで、新たな周辺地域における海岸観光地の空間構造や存立基盤
を検討していく。また、本研究は従来の研究ではあまり論じられてこなかった周辺地域における
海岸観光地の存立基盤について、マクロ・ミクロの重層的なスケールから総合的に検討していく
ことも大きな目標である。これらは日本のみならず太平洋沿岸に広がる周辺地域における海岸
観光地を分類・体系化することにつながり、海岸観光地として今後の発展が見込まれるアジア・
太平洋地域の海岸観光地の適正利用を検討することにもつながる。このことは、将来の持続可能
な海岸観光地のマネジメントの課題に応えるものとなる。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は、GIS（地理情報システム）を用いて海岸観光地周辺の環境のさまざまな指標を可視
化・分析し、定量的なデータに基づいてマクロスケールにおける海岸観光地の存立基盤や課題を
把握した。さらに、研究対象地域における文献調査および現地調査を実施することで、海岸観光
地の空間構造の変化を現地調査による定性的なデータに基づいて検討した。 



 沖縄県の宮古諸島は、2015 年の伊良部大橋の開通や海外からの大型クルーズ船の寄港、パイ
ロット訓練用の飛行場であった下地島空港における旅客用ターミナルの供用開始などの要因に
より観光客数が急増しており、近年の宮古諸島における観光開発の様相は大きく変化している。
このため、宮古諸島は周辺地域における海岸観光地の存立基盤や適正利用を検討する上で重要
な地域である。宮古諸島においては、宿泊施設および飲食店の進出状況について研究期間にデー
タの収集および分析を継続して行うとともに、関連する各アクターへ調査を実施した。 
 さらに、実施した調査結果をまとめ、宮古島内の観光関連施設の進出状況についての分析を進
めた。また、オーストラリアのケアンズは、1980年代以降日系資本の投資によって大きく発展
した周辺地域の海岸観光地であり、本研究では土地利用変化をとらえることによって海岸観光
地の空間構造の時系列変化を可視化・検討した。以上の定量的・定性的な調査・分析結果をもと
に、周辺地域における海岸観光地の空間構造や存立基盤を検討した。 
 
４．研究成果 
 
 本研究の成果としては、周辺地域における海岸観光地の存立基盤ついて歴史的な変化と空間
構造の観点からとらえることができたことにある。まず、沖縄県の宮古諸島における事例では、
宮古諸島の中心となる宮古島全域における宿泊施設の進出状況を可視化および定量的な分析を
実施することで、宮古島のリゾート開発の地域的傾向をマクロスケールの視点から明らかにし
た。また、現地のアクターに調査を実施すことで、宿泊施設の進出状況プロセスを解明するとと
もに、労働力の移動という地域内外の社会・経済環境の変化についても確認することができた。
こうしたミクロスケールの調査によって、リゾート開発の進展する過程における土地利用の変
化や施設の転用について一定の知見を得ることができた。以上のようなマクロスケールおよび
ミクロスケールの調査によって、宮古諸島における観光地域の存立基盤を重層的にとらえるこ
とができた。さらに、オーストラリア・ケアンズの事例では、ケアンズ中心部とケアンズ近郊の
新興リゾートの土地利用および都市構造の違いをとらえ、その違いには開発時期や開発主体の
動向が関与していることが示唆された。今後、ケアンズにおける観光客の主要な発地が日本から
中国や韓国といった東アジア諸国に変化していく過程で、土地利用や景観が変化していくこと
も示唆される。 
 以上の宮古諸島およびケアンズの研究成果は、随時学会発表や論文化を行うことで公表して
きた。さらに、宮古諸島とケアンズの研究成果をもとに、周辺地域における海岸観光地に共通す
る特徴や諸課題について空間構造や社会構造を比較しながら地誌学的に考察した成果について
は、書籍化に向けて原稿を執筆しており、報告書作成時点で公表に向けて編集中である。なお、
本研究の実施期間は世界的な新型コロナウイルス感染拡大の期間と重なっており、宮古諸島お
よびケアンズの研究対象地にも大きな影響が認められた。そのため、研究期間終了後も当初研究
目的にあげていた海岸観光地の適正利用の研究を進めるとともに、研究対象地域における継続
的な現地調査によるデータ収集を実施することで経年変化の研究についても継続していく予定
である。 
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